
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































魚油 ? 組 企 業
1　i生涯的雇用　　　　　　（45。9）
2　1労使の合意形成を重視した企業
　　1の民主的運営　　　　　（38．5）
3　　企業別労使関係の重視　（6．6）
　　1
生涯的雇用　　　　　　（37．9）
企業別労使関係の重視　（31，1）
労使の合意形成を重視した企業
の民主的運営　　　　　（20．4）
資料出所：日本生産性本部「構造変化が労使関係に与える影響」（昭和59年）
ている。
　図（6）を見ると，労組側は「日本的労使関係」の特質のうち，「生涯的雇用」（賃金よりも雇用重
視）と「労使の合意形成を重視した企業の民主的運営」の二つを残すよう強く望んでいることが
わかる。これ以外では，「配置転換を可能とする弾力的職務配置」「キメの細かい企業内福利厚
生」，そして「企業別労使関係の重視」が続いている。企業側から見ると，残すべき特質として，
「生涯的雇用」「企業別労使関係」「労使による企業の民主的運営」の3点が特に重視されてい
る。これ以外では，「弾力的職務配置」や「従業員の自主性を重視した職場運営」の順になって
いる。表（7）は，残すべき「日本的労使関係」の特質としてあげられたものの中から，第1位に選
択された上位項目の比率を示したものでるる。図（6）と表（7）を見比べると，労組側は年功賃金をさ
ほど重視しておらず生涯的雇用を重視していること，そして企業別労使関係という枠組それ自体
ではなく労使の合意形成による企業の民主的運営という点を重視している。他方，企業側も「生
涯雇用」を重視しているが，企業側は労使関係の枠組を企業内に留めておこうとする傾向が強
い。つまり，労使共に「年功賃金」よりも「生涯的雇用」を最も重要視していることがわかる。
このことは，企業側は「生涯雇用」を労使関係安定化の基礎と考えており，他方，労組側は雇用
不安が顕在化しつつある中で，他の点では多少，譲歩してもこの点だけは確保しようとしている
かの如くである。
　低成長下での経営が常態となった今日において，労働組合はどのような形で対処しようとして
いるのであろうか。図（7）を見ると日本の労働組合では，ユ980年代に入り「企業の競争力の維持向
上」（30．0％）への関心を強めると同時に「生産性向上策に協力的になった」や「経営政策，計画
に積極的に意見を述べるようになった」がそれぞれ25％前後と，米国の労働組合の政策に比べて
大きな差が見られる。これは，80年代に入り企業環境の厳しさが増すにつれ，労働組合の企業へ
の協調的姿勢が明確になってきたことを示している。（4）の「労働条件向上よりも雇用確保への関
心を強めた」においては，米国の労働組合の方が強い関心を示しているが，これは米国において
の方が雇用確保がより深刻になっていることを示しているにすぎない。円高不況が深刻化し雇用
不安が叫ばれている今日では，日本側の数値はこの調査時よりも大きくなっているものと思われ
　　　　　　図（7）
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資料出所：日本生産性本部「先進国病と労働倫理の変容に関する調査研究」
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図（9）組織活動の対象別，活動の有無
　8，90／o
71．70／o
74．90／o
66．70／o
灘蕩羅鼎1姥・鑑18・％419％
下請企業の労働者　㌦9ち6　　　　　786％
全体463組合
全体495組合
全体528組合
全体520組合
全体471組合
　　睡謹1組合員に含めている　門灯難組織化の方向で努力している
　　囮連携組識をとっている　［＝＝コ特に問題にしていない
資料出所：日本生産性本部「労働組合運動の現代的課題」（昭和54年）
る。このような労働組合の方針に対して，経営側は「非常に満足している」と「満足している」
で実に88．1％が評価している。それとともに，図（9）のわが国の労働組合の「組織活動の対象別，
活動の有無」を見ると，組合活動の対象として臨時工やパートタイム労働者を含めているのは，
それぞれ5．2％と2．6％である。下請企業の労働者を含めても，70％以上の組合がそれらの労働者
を組織対象としては問題にしていないのである。このような労使関係の下では，不況が深化すれ
ばするほど一層の合理化と個別企業の生き残りを模索するであろうし，労働組合と労働者はます
ます企業への求心力を強めていくものと思われる。しかし，パートタイム労働者や派遣的労働者
等の活用は，今後，一層拡大し，雇用構造はますます多様化していくものと思われる。しかし，
パートタイム労働者や派遣的労働の増加に対する労働組合側の態度を見ると（12），原則的に反対
という組合が20％弱を占めているが，ほとんどの労働組合は，正規従業員（＝組合員）の雇用と
労働条件が維持，向上される限り，その増加に対して受容的である。パートタイム労働者や派遣
的労働者に対するこのような労働組合の対応が続くかぎり，これらの労働者の増加は組合組織率
の低下と労働運動全体の影響力低下につながるものと思われる。この点に関する認識は，それな
りに存在しているが，具体的な組織的対応がどうしてもとれないのが現実のようである。
　第一次オイル・ショック以降，労働組合は春闘の課題を賃上げだけでなく，労働時間の短縮や
福利厚生諸給付の充実にも努力してきた。これは，低成長下の経済の定着によって従来のような
賃上げが不可能になったこともあるが，春闘課題の拡大はこれら諸問題の解決主体として産業別
労働組合（単産）やナショナルセンターの結成の必要性を痛感させることにもなった。政策・制
度要求の実現方法として，単産やナショナルセンターに期待する組合は85．2％（政党に対して
は2．5％）（13）にも達していることを考えると，単産やナショナルセンターが情報交換や連絡だけ
でなく統一要求の立案から指導も含めた産業別統一闘争をすることを期待する労働組合は，今後
も一層，増加するものと思われる。このような企業別労働組合の枠をこえた単産の指導やナショ
ナルセンターへの期待の高まりと，労使関係の枠を出来るだけ企業内に限定しようとする経営側
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の意向とが，どのような形で調整かつ制度化されるかは現在のところ明らかではない。しかし，
組合自体の組織率の低下は深刻で，1975年以来着実に低下し，1983年には遂に30％を下廻り，今日
では実に28．2％にまで低下している。このような組織率の低下は，労働組合運動全体の影響力や
発言力の低下をもたらしかねない。もし，そうであれば，単産やナショナルセンターの政策・制
度要求の実現も困難になってしまうものと思われる。今後，雇用構造は一層，多様化し，パート
タイム労働者や派遣的労働者は増大し，それに伴って就業形態はますます多様化していくことが
予想される。しかし，企業別労働組合にとっては，このような労働者層の権利擁護や組織化は困
難な問題であるだけでな：く，機能的には自らの労働条件が切り下げられないかぎり，当面は積極
的に解決したり処理する必要性を感じないものなのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（三）
　現在，進行しつつある円高不況と雇用不安は，一層進行し，低成長下での減量経営は更に強化
されるであろう。この傾向に対応かつ拍車をかけるような形で，メーカーの海外現地生産への移
行が進展している。そこで問題になるのが，国内における雇用の縮小と産業の空洞化傾向である。
ところが，先に述べた雇用構造の多様化は，従来の熟練形成のパターンや労働者意識を否定す
るとともに，産業の空洞化傾向は，不断のプロセス・イノベーションの遂行を不可能にしてしま
う側面をもっている。というのは，わが国の企業における熟練：形成のパターンは，半熟練的労働
者が勤続年数に応じて職務能力の向上や熟練形成をしていくいう形をとっていた。そうすること
によって，能力評価も資格や顕在能力だけを対象とするのではなく，長期的レンジにおいて評価
することになるから，潜在能力の開発への努力と契機が労使双方において存在することを意味し
ている。このような企業内での熟練形成と能力開発のあり方が，技術革新の導入に伴う労働者の
適応を大変スムーズなものにしたし，企業における見えない資産として組織力を高める役割を果
たしてきた。ところが，雇用構造の多様化は，このような企業内部での能力開発と熟練形成の契
機を消滅させる一方で，資格と職務能力に基づく管理への移行を必然化させる。ここでいう資格
とは，企業内で形成され，その企業内でのみ通用する資格ではなく，横断市場的に通用する資格
である。雇用構造が多様化し，資格が横断市場的性格を強めれば強めるほど，管理方法は能力主
義的管理の要素を強めざるをえない。このような資格の横断的性格と能力主義的管理の強化は，
徐々に，そして確実に従来の閉鎖的な労働者意識を変化させるであろう。また，産業の空洞化傾
向は，わが国メーカーの国際競争力の強さの一因でもある不断のプロセス・イノベーションのメ
カニズムを危機に上し入れる可能性をもっている点も指摘されねばならない。不断のプロセス・
イノベーションは，幅広い熟練：に支えられた技術者と現場との協力によって，あるいは親企業と
下請企業との効率的な関連性と協力によって遂行されるものである。それによって，市場に商品
が供給された後でも，市場の動向や顧客の要求が不断にフィードバックされ，結果としてイノベ
ーションの積み重ねが可能となっていたのである。このことは，雇用構造が多様化したり，円高
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によって場当たり的海外現地生産が拡大していくと，わが国メーカーの国際競争力の強さを規定
していた大きな要因の一つを失うことを意味している。B・バウカーは，その著書「ランカシア
の歩んだ道」において，イギリス綿紡績業の衰退は，それが最も恵まれていた時に，その原因が
作られたと記している。もし，今日の雇用構造の多様化と産業の空洞化傾向が更に進行し，それ
に伴う対応策が講じられないとするならば，それは日本の経済と経営がかつてのイギリスや今日
のアメリカのあり方と同じ道を歩み出したことの兆候と見るべきなのかもしれない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（立教大学社会学部助教授）
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